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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計期間

第54期
第１四半期連結
累計期間

第53期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 5,413 5,713 27,057

経常利益 （百万円） 477 780 4,365

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 291 501 2,833

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 257 518 2,742

純資産額 （百万円） 33,178 35,294 35,324

総資産額 （百万円） 36,944 39,111 39,571

１株当たり四半期(当期)純利益

金額
（円） 21.08 36.66 206.33

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 89.8 90.2 89.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、米国を中心とした海外経済の成長ペースの加速が見込まれ

るなか、輸出は増加基調が続いております。また、国内需要も人手不足が続くなかでの雇用所得情勢の改善や五輪

関連の建設需要などを背景に底堅く回復基調が続いております。しかしながら、経済対策効果とＩＴ需要の急増が

一巡すれば、個人消費の回復力が脆弱にとどまり、景気に弾みがつきにくい状態が続くなか、成長率は鈍化する懸

念が高まっております。

　ユニットハウス、モジュール・システム建築及び建設機械レンタル業界におきましては、民間設備投資が大手企

業を中心に増加傾向にあるものの、建築工事費予定額は概ね横ばいとなっております。一方で、公共投資は東日本

大震災の復旧・復興関連予算が減少傾向にあるものの、首都圏を中心とした大型物件の供給が見込まれており、老

朽化設備の更新、生産合理化を背景とした潜在需要が期待されております。

　このような情勢のなか、当社グループは、モジュール・システム建築の技術・ノウハウを活用し、工場、倉庫、

店舗等の受注を拡大していく一方、ユニットハウスにおいては各工場の生産能力を強化し、拡大するレンタル需要

に対応してまいりました。また、各地で発生した災害の復旧および復興需要へも対応し、震災復興への社会貢献に

も尽力してまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は57億１千３百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は

７億３千２百万円（前年同期比75.2％増）、経常利益は７億８千万円（前年同期比63.4％増）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は５億１百万円（前年同期比72.1％増）となりました。

　ユニットハウス事業及び建設機械レンタル事業におけるレンタル収入は、冬季に向けて工事量が増加していく傾

向がある建設市場の動向に左右されます。このようなレンタル需要の季節的変動により、第１四半期連結会計期間

にレンタル稼働棟数及び稼働率が低くなり、売上高及び営業利益が他の四半期連結会計期間と比較して少なくなる

傾向があります。

　セグメント別の概要は次のとおりであります。

（ユニットハウス事業）

　ユニットハウス事業におきましては、販売は特注ハウスの品揃えの充実や中古販売キャンペーンや展示場運営の

強化に努めてまいりました。一方、レンタルは全国的にバランスの取れたレンタル資産配分と備品や付帯工事を

セットにした提案営業を継続いたしました。

　この結果、販売売上は、キャンペーン効果により増収となりましたが、レンタル売上については、前年のサミッ

ト関連大型レンタル案件の影響を各地区の稼働増加で吸収しきれずに微減収となり、当事業のセグメント売上高は

50億５千８百万円（前年同期比2.8％増）となりました。また、セグメント利益は８億４千万円（前年同期比

43.5％増）となりました。

（モジュール・システム建築事業）

　モジュール・システム建築事業におきましては、従来の小規模建築に強みのあるユニットハウス建築とのシナ

ジー効果等により、民間向けの店舗や大型倉庫の受注高が堅調に推移いたしました。一方、海外におきましては、

受注拡大をはかるため営業体制の強化と東南アジア地域への次期出店国模索に注力してまいりました。

　この結果、公共性の強い長期大型案件の受注高が堅調に推移し、当事業のセグメント売上高は４億６千４百万円

（前年同期比33.0％増）となりました。また、セグメント利益は９百万円（前年同期のセグメント損失は３千７百

万円）となりました。

EDINET提出書類

株式会社ナガワ(E04867)

四半期報告書

 3/17



（建設機械レンタル事業）

　建設機械レンタル事業におきましては、北海道内の災害の復旧予算と合わせ、各地の民間設備投資がやや改善し

てきております。このような環境下で地域に密着した営業活動の強化と貸与資産管理の緻密化による資産効率の向

上や固定費の圧縮に努めるとともに、高収益機械への投資に注力してまいりました。

　この結果、レンタル稼働の好調により当事業のセグメント売上高は１億９千万円（前年同期比32.3％増）となり

ました。また、セグメント損失は６百万円（前年同期のセグメント損失は４千２百万円）となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ３億４千３百万円減少し、204億９

千６百万円となりました。その主な要因は、現金及び預金が２億２千９百万円、商品及び製品が２億２千２百万円

それぞれ増加した一方、受取手形及び売掛金が９億４百万円減少したこと等によるものであります。固定資産は、

前連結会計年度末に比べ１億１千６百万円減少し、186億１千５百万円となりました。その主な要因は、土地が２

億５千４百万円増加した一方、貸与資産が３億６千７百万円減少したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ４億６千万円減少し、391億１千１百万円となりました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ４億１千７百万円減少し、35億８千

９百万円となりました。その主な要因は、その他の流動負債が２億４千５百万円、賞与引当金が１億５百万円それ

ぞれ増加した一方、未払法人税等が４億３百万円、買掛金が２億９千９百万円それぞれ減少したこと等によるもの

であります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ１千３百万円減少し、２億２千７百万円となりました。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ４億３千万円減少し、38億１千６百万円となりました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２千９百万円減少し、352億９千

４百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は90.2％となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,357,214 16,357,214
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 16,357,214 16,357,214 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 16,357,214 － 2,855 － 4,586

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,668,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,678,100 136,781 －

単元未満株式 普通株式 10,414 － －

発行済株式総数 16,357,214 － －

総株主の議決権 － 136,781 －

　（注）　「完全議決権株式（自己株式等）」は、全て当社保有の自己株式であります。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ナガワ

東京都千代田区丸

の内一丁目４番１

号

2,668,700 － 2,668,700 16.32

計 － 2,668,700 － 2,668,700 16.32

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,382 11,612

受取手形及び売掛金 7,398 6,493

商品及び製品 1,517 1,739

仕掛品 70 129

原材料及び貯蔵品 143 160

繰延税金資産 132 150

その他 195 210

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 20,839 20,496

固定資産   

有形固定資産   

貸与資産（純額） 9,124 8,757

建物及び構築物（純額） 1,695 1,653

土地 6,610 6,865

建設仮勘定 2 69

その他（純額） 238 214

有形固定資産合計 17,671 17,560

無形固定資産 101 92

投資その他の資産   

投資有価証券 309 327

敷金及び保証金 512 506

繰延税金資産 109 101

その他 29 28

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 959 961

固定資産合計 18,732 18,615

資産合計 39,571 39,111
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,631 1,332

未払法人税等 707 304

賞与引当金 249 355

役員賞与引当金 85 19

資産除去債務 4 4

その他 1,327 1,573

流動負債合計 4,006 3,589

固定負債   

長期未払金 28 28

退職給付に係る負債 34 27

資産除去債務 86 86

その他 91 85

固定負債合計 240 227

負債合計 4,247 3,816

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,855 2,855

資本剰余金 4,586 4,586

利益剰余金 31,223 31,177

自己株式 △3,385 △3,385

株主資本合計 35,279 35,233

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 69 82

為替換算調整勘定 △24 △21

その他の包括利益累計額合計 44 61

非支配株主持分 － －

純資産合計 35,324 35,294

負債純資産合計 39,571 39,111
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 5,413 5,713

売上原価 3,179 3,240

売上総利益 2,233 2,472

販売費及び一般管理費 1,815 1,739

営業利益 418 732

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 1 1

受取賃貸料 14 15

仕入割引 30 28

為替差益 5 －

雑収入 6 3

営業外収益合計 60 48

営業外費用   

為替差損 － 1

雑損失 0 0

営業外費用合計 0 1

経常利益 477 780

特別利益   

固定資産売却益 1 0

固定資産受贈益 13 －

特別利益合計 14 0

特別損失   

固定資産処分損 0 20

特別損失合計 0 20

税金等調整前四半期純利益 490 760

法人税、住民税及び事業税 197 274

法人税等調整額 2 △15

法人税等合計 199 258

四半期純利益 291 501

親会社株主に帰属する四半期純利益 291 501
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 291 501

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △17 12

為替換算調整勘定 △16 3

その他の包括利益合計 △34 16

四半期包括利益 257 518

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 257 518

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　ユニットハウス事業及び建設機械レンタル事業におけるレンタル収入は、冬季に向けて工事量が増加していく傾

向がある建設市場の動向に左右されます。このようなレンタル需要の季節的変動により、第１四半期連結会計期間

にレンタル稼働棟数及び稼働率が低くなり、売上高及び営業利益が他の四半期連結会計期間と比較して少なくなる

傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 782百万円 731百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月13日

定時株主総会
普通株式 555 40  平成28年３月31日  平成28年６月14日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日

定時株主総会
普通株式 547 40  平成29年３月31日  平成29年６月21日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 
ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

合計

売上高     

外部顧客への売上高 4,920 349 143 5,413

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 4,920 349 143 5,413

セグメント利益又は損失（△） 585 △37 △42 505

 

（参考情報）

　所在地別の売上高および営業利益は以下のとおりであります。

    （単位：百万円）

 日本 ブラジル インドネシア タイ 合計

売上高      

外部顧客への売上高 5,343 14 21 34 5,413

所在地間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 5,343 14 21 34 5,413

営業利益又は損失（△） 477 △31 △13 △14 418

（注）１．全社費用は、日本に含めて計上しております。

２．ブラジルは、平成29年２月に子会社の株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 505  

セグメント間取引消去 －  

全社費用（注） △87  

四半期連結損益計算書の営業利益 418  

（注）全社費用は、主に親会社の本社総務部、経理部及び企画室に係る経費であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 
ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

合計

売上高     

外部顧客への売上高 5,058 464 190 5,713

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 5,058 464 190 5,713

セグメント利益又は損失（△） 840 9 △6 843

 

（参考情報）

　所在地別の売上高および営業利益は以下のとおりであります。

   （単位：百万円）

 日本 インドネシア タイ 合計

売上高     

外部顧客への売上高 5,585 105 22 5,713

所在地間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 5,585 105 22 5,713

営業利益又は損失（△） 747 1 △15 732

（注）全社費用は、日本に含めて表示しております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 843  

セグメント間取引消去 －  

全社費用（注） △110  

四半期連結損益計算書の営業利益 732  

（注）全社費用は、主に親会社の本社総務部、経理部及び企画室に係る経費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21円08銭 36円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
291 501

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
291 501

普通株式の期中平均株式数（株） 13,834,904 13,688,452

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

株式会社ナガワ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阪中　　修　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根津　美香　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナガワ
の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成29
年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガワ及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態及
び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な
点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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